
 

教育委員協議会 次第  

 

日 時 平成 25 年 12 月 5 日（木）15:30～17:30 

場 所 教育委員室 

 

 

１ 協 議 

 

 （１）県立高等学校再編振興計画策定にあたっての基本的な考え方について 

 

 （２）その他 

 

 

 

 

＜配付資料＞ 

資  料 １ 県立高等学校再編振興計画の基本的な考え方 

補足資料 １ 県立高等再編振興に関する報告の概要 

補足資料 ２ 旧学区別中学卒業者数の推移等 

補足資料 ３ 高等学校入学者の状況 

補足資料 ４ 平成２５年度県立高等学校募集学級別学校一覧等 

補足資料 ５ 高等学校における進路の状況等 

補足資料 ６ 津波浸水域の県立高等学校一覧 

補足資料 ７ 高等学校教育に係る国の動向について 



























H25.12.5 
（ 高等学校課 ） 

県立高等学校再編振興に関する報告の概要 

現行の県立高等学校再編計画（平成15年策定） 
 

 【実施期間】          【目的】            【取組の柱】 
  ○ 平成16年度～平成25年度     ○ 教育内容等の質的向上      ○ 特色ある学校づくり  
                       ○ より良い教育環境の提供     ○ 県立高等学校の適正な規模と配置  
 

                    

 

    

 

引き続き、  
○高等学校教育の質を保証  
○より良い教育環境を提供             
      するために  

 

Ⅰ 県立高等学校の現状と課題 

はじめに 

○全国に先行する人口減少  
○グローバル化、情報化の進展、産業構造 
 の変化や雇用形態の多様化など高等学校 
 を取り巻く社会環境が大きく変化 

平成26年度以降の新たな「県立高等学校再編振興計画」の策定が必要！ 

 
 （１）生徒数の減少  → 小規模校の教育の質を高め、一定水準の高等学校教育を提供する教育環境の整備。県全体の 
              バランスを考慮した規模と配置。 
 （２）進路の保障   → 進学希望の実現と職業観等の育成。多様な進路希望、地域・保護者の期待に応える。 
 

 （３）多様な学習形態 → 不登校や中途退学を経験した生徒、発達障害等のある生徒にも教育機会を保障するための支 
              援体制の整備。 
 （４）社会環境の変化 → 社会環境の変化に柔軟に対応できる人材育成。キャリア教育の視点に立ち、地域や産業界、 
              大学等との連携。 

 ２ 課題への対応 

 １ 現 状 

（１）入学者数 
 
 ＜中学校卒業者＞ 
  H24（7,072人）→H33 
 
 ＜県立高等学校入学者＞ 
  H24（4,644人）→H33 
       

 

（２）平均学級数 
 

  H24 4.0学級 → 

（３）学校・学科の配置 
 

  ＜本県における県立高等学校（全日）の各学科の生徒数割合＞  
   ＊普 通 科 49.1％ 産業系専門学科 33.8％、 
    総合学科 14.0％、その他 3.1％ 
         ＊本県は全国に比べ、産業系専門学科、総合学科の割合が大きい。 

約1,300人減 

約1,100人減 

更に小規模化 

補 足 

＜審議経過＞ 
 

 
 平成23年9月 ～ 平成25年2月  
                 １２回実施  
 

  大学、高等学校、中学校、市町村、市町村教委、 
  中学校ＰＴＡ、高校ＰＴＡ、福祉、看護、産業界、 
  カウンセリング関係 等 

 

 

 
 平成23年10月 ～ 平成25年1月  
                  ７回実施    
 
  高等学校、中学校、特別支援学校、市町村教委、 
  中学校ＰＴＡ、高校ＰＴＡ関係  

 

並行し
て開催 

県立高等学校再編振興検討委員会 県立高等学校再編振興作業部会 

委員構成 (15名) 委員構成 (15名) 



 
① 次代を担う人材を育てる教育環境の整備 
 

 ・将来の目標に向かって挑戦することができる機会がすべての子どもたちに保障される「可能性の平等」を担保し、次代を担う 
  人材を育てる教育環境を整える。  
 

② 生徒・保護者の期待に応える高等学校教育の質の保証 
 

 ・生徒や保護者の多様な進路希望に対応し、生徒の個性や創造性を最大限伸ばすことのできる指導体制を整える。 
 

③ 地域社会や産業とつながる高等学校教育の実践 
 

 ・高知県産業振興計画も踏まえた人材の育成に努める。 
 ・旧学区や地域ＡＰの地域区分などを参考に、生徒の通学条件や生活圏域を考慮した学校・学科を配置する。 

1   再編振興の基本的な考え方 

 

「普通科」………・すべての学校で大学進学等に対応できる体制を整える。 
 

         ・県内全域で自宅から通学しやすい距離に配置する。 
 

         ・難関大学にも進学できる拠点校を県全体のバランスを考慮して配置する。 
 

「中高一貫」……・連携型中高一貫校は地域の活性化と学校の魅力化、生徒数の確保にも繋がることから新たな配置も検討する。 
 

                   ・併設型中高一貫校は進学に重点を置いた学校運営を行うため、中学校入学者選考の在り方を研究する。 
 

「専門学科」……・将来のスペシャリストとして必要な基礎・基本と豊かな人間性を身に付けさせる教育、学校間をはじめ地域や 
          大学、産業界等と連携した教育を充実する。 
 

         ・生徒数の減少により学科の魅力化が図れない場合は、特色ある学科を核とした計画的な改編を実施する。 
 

「総合学科」……・生徒や保護者の多様なニーズに対応できる特徴を生かし、現在の配置を維持する。 
 

         ・生徒数の減少により学科として十分な教育ができない場合は、普通科等への改編も検討する。 
 

「定時・通信」…・セーフティーネット的な役割が大きくなっており、きめ細やかな学習指導や進路指導を充実する。 
 

         ・生徒数の減少により学校運営ができない場合は、地域の実態、通学手段等を考慮した配置を検討する。 
 

「不登校や中途退学を経験した生徒、発達障害等のある生徒に対応できる学校」 
 

         ・特別な配慮を必要とする生徒を柔軟に受け入れることができる指導体制を整える。 
 

         ・特にきめ細やかな指導が可能な学校を、県全体の状況を考慮して配置する。 

 

【 学校規模の基本的な考え方 】 
 

 ・集団活動を通じて人間的な成長が図られ、高等学校教育の質が保証される集団として一定の生徒数が必要である。  
 

 ・人口の多い地域と、過疎化が著しく近隣に高等学校のない地域では、学校規模の在り方を分けて考える。 
 

 ・集団活動の形態が異なる全日制と定時制の学校では、最低規模を分けて考える。 
 

 ・学校の魅力化に取り組んでも最低規模以下で、将来的にも生徒数が増える見込みがない場合は、統廃合もやむを得ない。 
 

 ・学校の統廃合に当たっては、保護者の経済的負担の軽減を図るため、通学支援などの条件整備が必要である。 
 

【 適正規模 】   1学年4～8学級が適正規模と考えられる。 
 

【 最低規模の基準 】 
 

 ・本校………………1学年2学級以上が望ましいが、地域によっては1学年1学級20人以上とするなどの配慮が必要である。 
 

 ・分校………………1学年1学級20人以上が望ましいが、基準を緩和すべきという意見もあった。 
 

 ・定時制（夜間）…1学年1学級10人以上にこだわらず、学校全体の在校生が20人以上とするなど、基準の緩和が必要である。 
 

 ・定時制（昼間）…1学年1学級20人以上とする基準を設けるという意見と、新たに基準を設けなくても良いという意見があった。 
 

【 分校の募集停止の猶予期間 】 
 

 ・現行の「連続する3年間で入学者数が20人に満たない年度が2度ある」とする考え方については、維持すべきという意見と、 
  緩和すべきという意見があった。 

  2   再編振興の方向性、取組 

魅力ある学校づくりの推進 

高等学校教育の質を保証する学校規模 

地域社会とつながる教育 

地域性を踏まえた学校規模 

Ⅱ 新たな県立高等学校再編振興について 補足資料1 



学 区 H.9.3 H.10.3 H.11.3 H.12.3 H.13.3 H.14.3 H.15.3 H.16.3 H.17.3 H.18.3 H.19.3 H.20.3 H.21.3 H.22.3 H.23.3 H.24.3 H.25.3 H.26.3 H.27.3 H.28.3 H.29.3 H.30.3 H.31.3 H.32.3 H.33.3 H.34.3

東 部 学 区 1,539 1,514 1,462 1,397 1,342 1,320 1,243 1,187 1,116 1,080 1,073 1,078 1,033 1,052 991 1,047 926 890 900 897 909 829 779 783 763 771

高 知 学 区 4,025 4,191 4,071 3,982 3,807 3,591 3,467 3,405 3,086 3,011 3,188 3,156 3,155 3,107 3,107 3,072 2,938 2,829 2,907 2,869 2,881 2,701 2,618 2,514 2,522 2,494

高 吾 学 区 1,512 1,545 1,541 1,476 1,484 1,338 1,255 1,228 1,117 1,062 1,084 1,045 1,058 1,032 929 965 958 949 918 874 886 794 775 707 663 731

幡 多 学 区 1,470 1,394 1,376 1,308 1,264 1,232 1,143 1,121 982 1,003 891 931 953 930 903 865 817 809 775 776 740 707 698 605 628 630

私 立 1,408 1,420 1,411 1,375 1,356 1,307 1,252 1,227 1,180 1,239 1,200 1,204 1,158 1,136 1,127 1,123 1,142 1,141 1,168 1,150 1,167 1,168 1,177 1,172 1,167 1,166

合 計 9,954 10,064 9,861 9,538 9,253 8,788 8,360 8,168 7,481 7,395 7,436 7,414 7,357 7,257 7,057 7,072 6,781 6,618 6,668 6,566 6,583 6,199 6,047 5,781 5,743 5,792
H25.3卒業生比 ▲ 163 ▲ 113 ▲ 215 ▲ 198 ▲ 582 ▲ 734 ▲ 1000 ▲ 1038 ▲ 989

前年度比 ▲ 163 50 ▲ 102 17 ▲ 384 ▲ 152 ▲ 266 ▲ 38 49

※H18までは旧市町村での学区

     ※日高村は高吾学区に含まれている
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旧学区別中学卒業者数の推移    H9.3～H34.3 但し、H26.3以降は推定 

東部学区 高知学区 高吾学区 幡多学区 私立 

H25.12.5 

【定時制・通信制生徒数の推移】 

【定時制生徒の就労状況】 

※各市町村の現小学校１年生から中学校３年生の児童生徒数と過去3年間の増減率を用いて算定している。 

※3 高知県教育委員会高等学校課の「高知県公立高等学校定時制・通信制教育調査資料」による。 

※4 不明者も含むため合計数と一致しない。 

【旧学区別入学者数の推移】

学　　区 H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 H32.3 H33.3 H34.3
東部学区 415 462 447 450 447 412 394 387 376 386
高知学区 2,773 2,642 2,730 2,680 2,723 2,571 2,499 2,444 2,427 2,423
高吾学区 460 455 442 431 430 386 391 354 334 370
幡多学区 643 649 619 614 586 572 561 491 515 504
合　　計 4,291 4,208 4,238 4,175 4,186 3,941 3,845 3,676 3,652 3,683

但し、H26.3以降は推定

　（※）各学校の入学者数の推計方法

「各市町村からの各学校への直近３年間の進学率」と「年度毎の各市町村中学校卒業者数（見込）」を乗じたうえで「県立高校入学者数」と一致するよう補正

補足資料2 



H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

人　数 5,694 5,652 5,007 4,955 5,012 4,952 4,890 4,807 4,643 4,649

割　合 73.7% 74.1% 72.0% 72.3% 73.8% 74.3% 74.0% 72.1% 71.8% 71.7%

人　数 2,037 1,974 1,951 1,895 1,783 1,715 1,720 1,859 1,823 1,831

割　合 26.3% 25.9% 28.0% 27.7% 26.2% 25.7% 26.0% 27.9% 28.2% 28.3%

公　立 人　数 27 17 15 20 14 20 16 17 14 22

私　立 人　数 152 232 263 138 167 123 146 207 240 214

人　数 5,667 5,635 4,992 4,935 4,998 4,932 4,874 4,790 4,629 4,627

割　合 75.0% 76.4% 74.7% 73.7% 75.6% 75.6% 75.6% 74.4% 74.5% 74.1%

人　数 1,885 1,742 1,688 1,757 1,616 1,592 1,574 1,652 1,583 1,617

割　合 25.0% 23.6% 25.3% 26.3% 24.4% 24.4% 24.4% 25.6% 25.5% 25.9%

公　立 人　数 328 310 348 346 354 408 392 358 317 298

私　立 人　数 43 44 63 53 56 68 55 63 61 61

学校基本調査報告書による

入学者 計

（ ① ）

入学者計のうち
県外からの入学者

（ ② ）

（ Ｈ２５．１２．５ ）

入学者 計定時制

公　立

私　立

公　立

私　立

全日制

県内中学校
からの入学者

（ ① － ② ）

高等学校入学者の状況 補足資料３ 



１　全日制

学科 1学級 2学級 3学級 4学級 5学級 6学級 7学級 8学級 計

城山 安芸

嶺北

普通・商業 山田

工業・商業 安芸桜ケ丘

総合 室戸

普通 吾北分校 高知追手前 岡豊

普通・理数 高知小津

普通・外国語 高知西

普通・国際 高知南

普通・音楽 高知丸の内

農業 高知農業

工業 高知東工業 高知工業

商業 伊野商業

総合 春野

総合・看護 高知東

高岡 佐川

窪川

檮原

四万十

工業 須崎工業

水産 高知海洋

総合 須崎

普通 西土佐分校 清水 中村

農業 幡多農業

工業 宿毛工業

総合 宿毛

2校 8校 3校 8校 4校 3校 4校 1校 33校

6.1% 24.2% 9.1% 24.2% 12.1% 9.1% 12.1% 3.0% 100%

２　定時制及び多部制単位制

学科 1学級 2学級 3学級 4学級 計

室戸

中芸（昼）

中芸（夜）

山田

普通 高知北（夜） 高知北（昼）

看護 高知北（夜）

工業 高知東工業 高知工業

高岡

須崎

佐川

大方（夜） 大方（昼）

宿毛

清水

12校

３　通信制

　◎高知北高校（1学年募集定員200人）

　◎大方高校　（1学年募集定員100人）

平成２５年度県立高等学校募集学級数別学校一覧（旧学区別）

＊宿毛高校大月分校はH26年３月閉校予定

6校
19学級

旧幡多
学区

6校
20学級

旧高吾
学区

規模別学校割合

計

3校
9学級

3校
4学級

8校
21学級

旧高知
学区

旧東部
学区

普通

普通

普通

13校
73学級

普通

旧東部
学区

旧高吾
学区

3校
5学級

3校
3学級

旧幡多
学区

普通

計

旧高知
学区



公立高等学校（全日制課程）の学科別（本科）生徒数の比率
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3.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

平成２５年度 

平成２４年度 

平成２３年度 

平成２２年度 

平成２１年度 

平成２０年度 

普通科 総合学科 産業系専門学科 その他 高知県 

（学校基本調査による。平成２５年度については高等学校課調べ） 

66.2  

66.3  

66.3  

66.3  

66.4  

6.8  

6.7  

6.6  

6.4  

6.1  

23.4  

23.5  

23.6  

23.9  

24.2  

3.6  

3.5  

3.5  

3.4  

3.3  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

平成２４年度 

平成２３年度 

平成２２年度 

平成２１年度 

平成２０年度 

普通科 総合学科 産業系専門学科 その他 全 国 

 （学校基本調査による。平成２５年度については１２月５日現在未発表） 

※産業系専門学科：農業・工業・商業・水産・家庭・看護・情

報・福祉 
 

H25.12.5 

補足資料４ 



高等学校における進路の状況 

高等学校卒業後の大学等進学率 

 
※文部科学省学校基本調査のデータによる。（公立及び私立を含む） 

国公立大学進学者の推移 

 
※高知県進学協議会のデータによる。 

就職内定率の推移 

 

※高知県の数値は、高知県就職対策連絡協議会のデータによるもので、平成 21 年度までは３月 20 日現在、

平成 22 年度からは３月末現在の公立の全日・定時制を含めた数値である。 

※全国の数値（私学も含む）については、文部科学省の３月末のデータである。 

新規高等学校卒業者の 1年目の離職率の推移 

    19年3月卒 20 年 3 月卒 21 年 3 月卒 22 年 3 月卒 23 年 3 月卒 24 年 3 月卒 

高知県 25.4% 25.1% 23.2% 27.5% 26.5% 20.6% 

全 国 21.5% 19.4% 17.1% 20.7% 20.8% 19.6% 

※厚生労働省職業安定局労働市場センター業務室 新規学校卒業者の就職離職状況調査結果による。 

※新規学校卒業該当者（年齢によるみなし）抽出集計したもの。 

 



 1９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

高知県 2.9 2.6 2.0 1.8 2.0 

全国 2.1 1.9 1.7 1.6 1.6 

                    （単位：％） 

 

 1９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

全日制 325 272 213 194 206 

定時制 132 131  93  88  92 

合計 457 403 306 282 298 

         （単位：人） 

 

学力定着把握検査による学力の状況 

   年次・時期 1 年次(H25.4 入学生) 1 年次(H24.4 入学生) 

GTZ 指標    H25.5 H25.10 H24.5 H24.10 

Ｓ・Ａ・Ｂ 27.8 33.4 30.0  32.3 

Ｃ 23.8 28.2 26.0  27.2 

Ｄ１・Ｄ２ 23.8 23.1 22.0  23.7 

Ｄ３ 24.6 15.3 22.0  16.8 

 

 

 

公立高等学校における中途退学者の状況 

高知県公立高等学校における中途退学者数の推移 

 

 

 

 

 

   

        ※文部科学省の児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査による。 

高知県と全国の中途退学率の推移 

 

 

 

 

   

※文部科学省の児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査による。 

補足資料５ 

H25.12.5 

Ｓ・Ａ・Ｂ 全国を視野に入れた進路決定に必要な基礎学力レベル 

Ｃ   進学・就職を問わず進路選択の幅が広がる基礎学力レベル 

Ｄ１・Ｄ２ 卒業後仕事等をする上で支障が出ることが多いレベル 

Ｄ３  義務教育段階の学力が十分でないレベル 



1 安芸市 安　芸 5ｍ 57分 非木造 4 階建 北校舎３階及び４階 － －

2 安芸桜ケ丘 5ｍ 95分 非木造 4 階建 安芸市総合運動場（補助グランド） 20 13000 500 11.2

3 香南市 城　山 4ｍ 39分 非木造 4 階建 北舎屋上 23 679 － －

4 高知市 高知東 2ｍ 190分 非木造 4 階建 校舎３･４階 － －

5 高知南 3ｍ 36分 非木造 5 階建 校舎４階及び屋上 － －

6 高知工業 3ｍ 47分 非木造 4 階建 校舎４階、屋上、体育館３階フロアー － －

7 高知追手前 2ｍ 134分 非木造 4 階建 高知城 44.4 2500 1000 15

8 高知丸の内 1ｍ 191分 非木造 4 階建 南舎４階 － －

9 高知小津 1ｍ 243分 非木造 6 階建 校舎の４階以上の教室と６階の食堂 － －

10 土佐市 高知海洋 8ｍ 25分 非木造 5 階建 近くの高台 40 400 500 8

11 須崎市 須　崎 7ｍ 28分 非木造 4 階建 学校の裏山にある避難道を上って、山頂にある須崎市斎場 83 － 300 10

12 宿毛市 宿　毛 7ｍ 35分 非木造 4 階建 近くの高台（２か所） 40 1000 500 7

13 土佐清水市清　水 12ｍ 11分 非木造 3 階建 裏山または近くの高台 43 50 125 10

津波浸水域の県立高等学校一覧（H24.12.26南海地震対策課配布データ）

市町村名 学校名
校舎

構造・階数
標高
（m）

避難場所

最大クラス（L2）の津波
堤防なしの場合

30㎝津波
到達時間(分）

10mメッシュ

避難場所等

広さ
（㎡）

浸水深
（ｍ）

避難時間
（分）

避難距離
（m）

H25.12.5 補足資料6 



１  社会を生き抜く力の養成 
  ～多様で変化の激しい社会の中で個人の自立と協働を図るための主体的・能

動的な力～ 

    「教育成果の保証」に向けた条件整備 

２ 未来への飛躍を実現する人材の養成 
  ～文化や新たな価値を主導・創造し、社会の各分野を牽引していく人材～ 

    創造性やチャレンジ精神、リーダーシップ、日本人としてのアイデンティ

ティ、コミュニケーション能力などの育成に向けた多様な体験、切磋琢磨の

機会の増大、優れた能力と個性を伸ばす環境の醸成  

３ 学びのセーフティネットの構築 
  ～誰もがアクセスできる多様な学習機会を～ 

    教育費負担軽減など学習機会の確保や安全安心な教育研究環境の確保 

４ 絆づくりと活力あるコミュニティの形成 
  ～社会が人を育み、人が社会をつくる好循環～ 

    学習を通じて多様な人が集い協働するための体制、ネットワークの形成な

ど社会全体の教育力の強化や、人々が主体的に社会参画し相互に支え合うた

めの環境整備 

高等学校教育に係る国の動向について 

H25.12.5 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                                 
 
 
 
                                                                 

第２期教育振興基本計画(H25～H29)    （文部科学省HPから） 

教育行政の４つの基本的方向性 

  （１）全ての生徒が共通に身に付けるべき資質・能力の育成 
    ・基礎的・基本的な知識・技能や思考力・判断力・表現力等について高等学校において共通に身に付けるべき目標を明確化。学校は生徒に対し主体的に学習に取り組む力、生涯にわたって学 
      ぶ 基礎となる力、社会の一員として参画し貢献する規範意識等の基礎的能力を育成。 

     ・生徒が自らの夢や志について主体的に考え、能動的に学び自己を確立していけるようにキャリア教育を充実。  等 

  （２）生徒の多様性を踏まえた学校の特色化 
     ・生徒の多様性を踏まえた学校の特色化（グローバル・リーダーとなるための国際的素養と総合力を育成する学校、科学技術人材としての素養の育成を目指し、先進的な理数系教育を行う学校 
       産業構造の変化等に対応した専門的な知識・技能を育成する学校、学び直しへの支援、考える力の育成、学習意欲の喚起を図る学校 等） 

   （３）高等学校教育と大学教育の連携の強化 
     ・能力・意欲・適性や活動歴を多面的・総合的に評価・判定する大学入学者選抜への転換（到達度テストの活用や国際バカロレア資格及びその成績の積極的活用 等） 

      ・大学レベルの教育機会の提供。特にスーパーサイエンスハイスクール、スーパーグローバルハイスクール等の高等学校において、高大連携プログラムの導入を推進。 

 
  ※文部科学省は国際バカロレア認定校を今後５年間で全国で２００校に増やす計画を発表。また、スーパーグローバルハイスクール指定校を平成２６年度に１００校指定予定。 
     「国際バカロレア」：国際バカロレア機構が学校、政府、国際機関などと協力し、国際理解の精神と厳格な評価の精神に則ったプログラムの開発に取り組み、世界各国の卒業生に国際的に通用す

る大学入学資格を付与することをねらいとした制度。 

           「スーパーグローバルハイスクール」：国際化を進める国内外の大学や企業、国際機関等と連携を図り、外国語（特に英語）を使う機会の飛躍的増加、先進的な人文科学、社会科学分野の教育の

重点化に取り組む高等学校を指定し、質の高いカリキュラムの開発・実践や体制整備を行う。  

 
   

○少子化・高齢化の進展   → 社会活力の低下 

○グローバル化の進展    → 我が国の国際的な存在感の低下 

○雇用環境の変容      → 失業率、非正規雇用の増加 

○地域社会、家族の変容  → 個々人の孤立化、規範意識の低下 

○格差の再生産・固定化  → 一人一人の意欲減退、社会の不安   

定化 

○地球規模の課題への対応→ 持続可能な社会の構築 

 

我が国を取り巻く危機的状況 
「自
立
」「協
働
」「創
造
」の
理
念
の
実
現
に
向
け
た 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

生
涯
学
習
社
会
の
構
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教育再生実行会議 第４次提言（H25.10.31より) 

  高等学校教育においては、基礎学力を習得させるとともに、生徒の多様性を踏まえた特色化を進めつつ、教育の質の向上を図り、志をもって主体的に学
び、社会に貢献する能力を習得させる。 

補足資料７ 


